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裾野市の公共施設における用地のあり方に関する基本方針 

 

令和６年１２月（初版） 

 

（趣旨） 

公共施設は、安定的な行政サービスを提供するため、市有地に整備することが望ま

しいが、当市においては様々な理由から多くの公共施設が借地上に存在しています

（面積で約 39.5 万㎡、市民一人当たり約 8.08 ㎡、R6.4.1 住民基本台帳 48,869 人）。

この結果、今後、借地上の公共施設の老朽化が進んだとしても、契約条件によっては

自由に更新することができず、行政サービスの低下につながるおそれがあります。 

また、令和６年度の借地料は年間約 1.6億円（市民一人当たり約 3,300円）に及び

財政計画上の負担となっています。これら借地料は将来世代にわたって負担し続けな

ければなりません。 

そのため、将来にわたる公共施設の安定的な運営を目的として、裾野市公共施設等

総合管理計画に基づき、公共施設の用地のあり方に関する基本方針を定め、適正化を

推進するものです。 

 

1. 公共施設の用地確保にあたっての考え方 

（解説） 

公共施設の用地確保は、事業計画立案の際に公共施設の性格を考慮し、長期的な視

点にたって慎重に検討します。原則として、公共施設における用地は市が直接所有し

ます。 

 

2. 新たに借地する場合の基準 

（解説） 

 新たな借地は、購入よりも経済的となる場合に限定します。契約は、一時使用目的

の賃貸借契約（９年以内）（途中解約条項を設け、自動更新条項は設けない）とし、借

地借家法に基づく契約（定期借地契約は最低 10年）は原則として行いません。なお、

契約に当たっては法務の専門家の意見を聴取するものとします。 

 また、上記とは別に臨時的な場合（建替期間中における仮設建築物、臨時駐車場、

自然災害により緊急に人命救助、被災者支援にかかる用地を確保する場合など）が想

定されます。 

 

3. 既存借地に対する考え方 

（解説） 

公共施設は、原則として市有地上に整備します。 

既存借地は原則として解消します。 

新たな借地は、購入よりも経済的となる場合等に限定します。 
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既存借地は原則として解消します。解消の方法としては、購入や交換、返還等が考

えられます。 

なお、購入には多額の財源を要することから土地所有者に対して安易に確約できる

ものではありません。まずは、市として各施設の運用期間、維持管理費、土地賃貸借

契約等の期間等から「施設の方針」（現地で存続、耐用寿命後に廃止、耐用寿命後は非

現地で建替え等）を定めます。 

施設所管課においては土地所有者の意向を捉えつつ、良好な関係を維持することに

努めることとします。また、土地所有者に対しては市の基本的な方針として借地は解

消する旨を周知します。 

 

4. 価格算定の考え方 

（解説） 

売買価格、賃借料等の算定根拠となる土地の価格については「適正な対価」としま

す。 

ここでいう「適正な対価」とは、不動産鑑定士の算定した不動産鑑定評価額となり

ます。ただし、不動産鑑定評価額によることが合理的でない土地（例えば、単独利用

が困難な土地など）については個別に検討します。なお、近隣において用地取得の事

業がある場合は、その価格を参考とします。 

※公共用地の取得のための土地評価（道路事業や区画整理事業）とは考え方が異なり

ます。 

 

5. 推進体制 

（解説） 

 これら基本方針に基づき、管理職以上で構成される「公共施設等マネジメントプ

ロジェクトチーム（通称：FMPT）」において、妥当性、実効性、予算上の担保等につ

いて協議し、FMPT案をまとめます。その後、「庁議」にて決定します。 

 

6. 具体的な進め方 

（解説） 

 3 で定めた「施設の方針」を踏まえ、市全体の整合性（財政計画を含む）を図りつ

つ、「購入対象用地の決定」と「優先順位付け」を行います。 

 優先順位付けにおいては、借地法（旧法）による契約の場合（当初契約が平成４年

７月 31 日以前）、堅固な建物（鉄骨造や鉄筋コンクリート造）は契約後 30 年目（定

めがない場合 60 年目）、更新した場合は 60 年目（90 年目）のタイミングを逃すと、

借地の価格は不動産鑑定士の算定した不動産鑑定評価額を原則とします。 

公共施設等マネジメントプロジェクトチームにおいて協議し、庁議にて決定します。 

「購入対象用地の決定」と「優先順位付け」を行い、市の意向を伝え理解を求めま

す。 

前向きな回答が得られた場合、契約交渉を開始します。 
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契約期間満了までの賃料保証が必要となるため、タイミングに留意することが重要で

す（価格改定の３年ではないことに留意）。 

施設所管課は借地の解消方針の決定を受けて、土地所有者に市の意向（購入、交換

または返還）を伝え理解を求めます。 

 購入や交換の場合は、具体的な時期や価格等は提示せず「適正な対価」となること

を伝えます（土地所有者側の検討期間も必要なことから、できるだけ早い時期に市の

意向を伝えます）。ただし、先んじて土地所有者の意向が示された場合や借地の契約

期間の満了が 5年以内となった場合は個別に内部調整を開始します。また、あらかじ

め税法上の特例規程の適用可否等に対しても丁寧に説明します。土地所有者から前向

きな回答が得られた場合は、内部調整を行ったうえで、価格算定を行います。具体的

な協議（時期や価格の提示）は、財源確保の目途が立った時点で行います。 

 返還の場合は、あらかじめ跡地利用における各種規制（都市計画法や農地法）につ

いても調査し助言するなど、様々な疑問に対して丁寧に対応します。 

 

（参考）既存借地解消のフロー 
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不動産鑑定・協議 

合意 不合意 

契約継続 

現地 

存続 
契約満了時期・廃止時期は定まっているか（30 年または 60 年） 非現地 

or 廃止 

決定・5 年以内 

「施設の方針」の決定 施設方針の検討を継続 

未定・5 年より先 

未決 

適正な借地料を算定 

適正 乖離 

借地料の適正化 

方針説明 

返還 

購入・交換 

適正化の協議 

（例）柳端団地、茶畑分遣

所、十里木キャンプ場 

※土地収用法の適用は、内部検討結果や諸事情

等を考慮して慎重に検討する。 

庁議・特別職決裁・議会報告 

FMPT にて「購入対象用地」と

「優先順位」を協議 


